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「電気通信事業分野における競争の促進に関する指針」 新旧対照表 

下線部が変更箇所 

改 定 後 改 定 前 

電気通信事業分野における競争の促進に関する指針 

 

令和５年 12月 27日 

 

公正取引委員会 

総  務  省 

電気通信事業分野における競争の促進に関する指針 

 

令和５年９月７日 

 

公正取引委員会 

総  務  省 

電気通信事業分野における競争の促進に関する指針 

（目次） 

電気通信事業分野における競争の促進に関する指針 

（目次） 

［Ⅰ 略］ ［Ⅰ 同左］ 

Ⅱ 独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為 Ⅱ ［同左］ 

［第１・第２ 略］ ［第１・第２ 同左］ 

第３ 電気通信役務の提供に関連する分野 第３ ［同左］ 

［１ 略］ ［１ 同左］ 

２ 電気通信事業法における電気通信役務に関する制度の趣旨と概要 ２ 電気通信事業法における料金その他の提供条件に関する制度の趣旨

と概要 

［３ 略］ ［３ 同左］ 

［第４・第５ 略］ ［第４・第５ 同左］ 

［【再掲】 略］ ［【再掲】 同左］ 

［Ⅲ・Ⅳ 略］ ［Ⅲ・Ⅳ 同左］ 

  

  

別紙２ 
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改 定 後 改 定 前 

Ⅰ 電気通信事業分野における競争の促進に関する指針の必要性と構成 Ⅰ ［同左］ 

［第１ 略］ ［第１ 同左］ 

第２ 指針の構成と基本的考え方 第２ ［同左］ 

［１・２ 略］  ［１・２ 同左］ 

３ 電気通信事業法の適用に当たっての基本的考え方 ３ ［同左］ 

(1) 電気通信事業法においては、従来から、接続制度など電気通信事業分

野における公正な競争環境の整備を図るための各種制度が整備されて

きたところであり、平成１３年以降も、以下のような制度整備がされて

いる。 

(1) ［同左］ 

［①～⑦ 略］ ［①～⑦ 同左］ 

⑧ 電気通信事業法の一部を改正する法律（令和４年法律第７０号）に

おいて、固定通信分野における利用者のサービス利用や電気通信事業

者の設備構成等に係る環境変化を踏まえて第一種指定電気通信設備

制度を見直すとともに、卸電気通信役務に係る電気通信事業者間の協

議の適正性を確保するため、第一種指定電気通信設備又は第二種指定

電気通信設備を用いる卸電気通信役務の提供及び当該卸電気通信役

務に関する情報の提示の義務付け等の措置を講じている。 

［新設］ 

これらを通じて、今後、電気通信市場における公正な競争環境が整備

され、電気通信事業者による公正な競争を通じた一層の料金の低廉化、

サービスの高度化・多様化が期待される。 

［同左］ 

［（注９）・（注１０） 略］ ［（注９）・（注１０） 同左］ 

［(2)・(3) 略］ ［(2)・(3) 同左］ 

Ⅱ 独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為 Ⅱ ［同左］ 

第１ 電気通信設備の接続及び共用に関連する分野 第１ ［同左］ 
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改 定 後 改 定 前 

［１ 略］ ［１ 同左］ 

２ 電気通信事業法における接続制度等の趣旨と概要  ２ ［同左］ 

［(1)・(2) 略］ ［(1)・(2) 同左］ 

(3) 接続等に関する命令  (3) ［同左］ 

電気通信事業者が他の電気通信事業者に対し当該他の電気通信事業

者が設置する電気通信回線設備と当該電気通信事業者の電気通信設備

との接続に関する協定の締結を申し入れたにもかかわらず当該他の電

気通信事業者がその協議に応じず、又は当該協議が調わなかった場合

で、当該協定の締結を申し入れた電気通信事業者から申立てがあったと

きは、原則として、協議の開始又は再開の命令が発動される（電気通信

事業法第３５条第１項）。 

電気通信事業者が他の電気通信事業者に対し当該他の電気通信事業

者が設置する電気通信回線設備と当該電気通信事業者の電気通信設備

との接続に関する協定の締結を申し入れたにもかかわらず当該他の電

気通信事業者がその協議に応じず、又は当該協議が調わなかった場合

で、当該協定の締結を申し入れた電気通信事業者から申立てがあったと

きは、原則として、協議の開始又は再開の命令が発動される（電気通信

事業法第３５条第１項）。 

また、第一種指定電気通信設備又は第二種指定電気通信設備を用いる

卸電気通信役務のうち、電気通信事業者間の適正な競争関係に及ぼす影

響が少ないもの以外のもの（特定卸電気通信役務）については、電気通

信事業者が、他の電気通信事業者に対し当該卸電気通信役務の提供に関

する契約の締結を申し入れたにもかかわらず当該他の電気通信事業者

がその協議に応じず、又は当該協議が調わなかった場合で、当該契約の

締結を申入れた電気通信事業者から申立てがあったときは、提供を拒む

正当な理由があると認める場合等を除き、原則として、協議の開始又は

再開の命令が発動される（電気通信事業法第３９条において準用する第

３５条第１項）。 

  ［新設］ 

また、上記以外の場合においても、電気通信事業者間において、その

一方が電気通信設備の接続、共用又は卸電気通信役務の提供に関する協

定又は契約の締結を申し入れたにもかかわらず他の一方がその協議に

また、上記以外の場合においても、電気通信事業者間において、その

一方が電気通信設備の接続、共用又は卸電気通信役務の提供に関する協

定又は契約の締結を申し入れたにもかかわらず他の一方がその協議に
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改 定 後 改 定 前 

応じず、又は当該協議が調わなかった場合で、当該一方の電気通信事業

者から申立てがあった場合において、その接続、共用又は卸電気通信役

務の提供が公共の利益を増進するために特に必要であり、かつ、適切で

あると認められるときは、協議の開始又は再開の命令が発動される（電

気通信事業法第３５条第２項、第３８条第１項及び第３９条において準

用する第３８条第１項）。 

応じず、又は当該協議が調わなかった場合で、当該一方の電気通信事業

者から申立てがあった場合において、その接続、共用又は卸電気通信役

務の提供が公共の利益を増進するために特に必要であり、かつ、適切で

あると認められるときは、協議の開始又は再開の命令が発動される（電

気通信事業法第３５条第２項、第３８条第１項及び第３９条第１項にお

いて準用する第３８条第１項）。 

３ 独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為 ［３ 同左］ 

(1) 独占禁止法上問題となる行為 ［(1) 同左］ 

ア 特定設備との接続に係る行為   ［ア 同左］ 

市場において相対的に高いシェアを有する電気通信事業者が行う

以下の行為は、独占禁止法上問題となる。 

   ［同左］ 

［① 略］ ［① 同左］ 

② 競争事業者に対して接続を行う場合に、接続に関連する費用、接

続に当たって必要な情報の開示の程度、接続手続の期間等につい

て、競争事業者に対し、自己又は自己の関係事業者に比べて不利な

取扱いをすることにより、競争事業者の電気通信役務市場への新規

参入を阻止し、又はその事業活動を困難にさせること（私的独占、

差別取扱い等）。 

② 競争事業者に対して接続を行う場合に、接続に関連する費用、接

続に当たって必要な情報の開示の程度、接続手続の期間、優先接続

（マイライン）等における登録作業等について、競争事業者に対し、

自己又は自己の関係事業者に比べて不利な取扱いをすることによ

り、競争事業者の電気通信役務市場への新規参入を阻止し、又はそ

の事業活動を困難にさせること（私的独占、差別取扱い等）。 

［＜想定例＞ 略］ ［＜想定例＞ 同左］ 

［イ・ウ 略］ ［イ・ウ 同左］ 

 (2) 電気通信事業法上問題となる行為 ［(2) 同左］ 

ア 業務改善命令の対象となる行為 ［ア 同左］ 

第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者の例えば以下

のような行為は、電気通信設備の接続又は共用についての特定の電気

［同左］ 
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改 定 後 改 定 前 

通信事業者に対する不当な差別的取扱いその他これらの業務に関す

る不当な運営に該当し、これにより他の電気通信事業者の業務の適正

な実施に支障が生じているため、公共の利益が著しく阻害されるおそ

れがあると認めるときは、業務改善命令が発動される（電気通信事業

法第２９条第１項第１０号）。 

 ［(ｱ) 略］ ［(ｱ) 同左］ 

(ｲ) 接続又は共用の業務における不当な運営 (ｲ) ［同左］ 

［ａ～ｃ 略］ ［ａ～ｃ 同左］ 

ｄ その他の事項    ｄ ［同左］ 

（例） （例） 

 ［①～⑤ 略］ ［①～⑤ 同左］ 

⑥ 利用者が他の電気通信事業者のサービス提供を受けるため

に行う申込みに関して必ずしも不可欠でないにもかかわらず、

回線名義人の住所その他の情報の提供を他の電気通信事業者

や他の電気通信事業者のサービスの利用者に対して求めるこ

と。 

⑥ 利用者が他の電気通信事業者のサービス提供を受けるため

に行う申込みに関して必ずしも不可欠でない（注１６）にもか

かわらず、回線名義人の住所その他の情報の提供を他の電気通

信事業者や他の電気通信事業者のサービスの利用者に対して

求めること。 

［削る］ （注１６）優先接続（マイライン）及びＤＳＬサービスについ

ては、回線名義人の住所の記載は不可欠とは考えられ

ない。 

［削る］ ⑦ 優先接続（マイライン）等における電気通信事業者の登録作

業において、自己又は自己の関係事業者を選択した利用者を、

その他の電気通信事業者を選択した利用者と比較して優先的

に登録すること。 

⑦ ［略］ ⑧ ［同左］ 
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改 定 後 改 定 前 

［削る］ ⑨ ブラウザフォンサービスの提供のために設置するアクセス

ポイントの番号取得のためのダウンロードセンタにおいて、自

己のアクセスポイント番号と同一の条件で、競争事業者がブラ

ウザフォンサービス提供のために設置するアクセスポイント

の番号を他事業者からの請求に応じて速やかに付与できるよ

うに措置しないこと。 

［削る］ ⑩ 自己のブラウザフォンサービスにおいて用いられる端末か

らアクセスできるアクセスポイントを競争事業者が設置し、そ

の端末を用いて、当該ブラウザフォンサービスと同等のサービ

スを提供することができるのに十分な技術条件を開示しない

こと。 

⑧ ［略］ ⑪ ［同左］ 

その他、電気通信事業者が、電気通信設備の接続又は共用につ

いて特定の電気通信事業者に対し不当な差別的取扱いを行いそ

の他接続又は共用について不当な運営を行っていることにより

他の電気通信事業者の業務の適正な実施に支障が生じているた

め、公共の利益が著しく阻害されるおそれがあると認めるとき

は、業務改善命令の対象となる（電気通信事業法第２９条第１項

第１０号）。 

［同左］ 

［イ・ウ 略］ ［イ・ウ 同左］ 

エ 市場支配的な電気通信事業者に対する禁止行為   エ ［同左］ 

市場支配的な電気通信事業者が行う以下の行為については、行為の

停止・変更命令が発動される（電気通信事業法第３０条第５項及び第

３１条第４項）。また、第一種指定電気通信設備を設置する電気通信

［同左］ 
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改 定 後 改 定 前 

事業者の業務を受託した子会社等が当該業務に関して行う以下の行

為に相当する行為については、当該電気通信事業者に対し当該行為を

停止・変更させるために必要な措置を講ずべき旨の命令が発動される

（同法第３１条第４項）。さらに、これらの命令に違反した場合にお

いて、公共の利益を阻害すると認められるときは、同法第９条の電気

通信事業の登録及び同法第１１７条第１項の認定の取消事由となり

得る（同法第１４条第１項第１号及び第１２６条第１項第３号）。 

（例） （例） 

① 他の電気通信事業者との接続の業務に関して知り得た当該他事

業者又はその利用者に関する情報（注１６）を、当該情報の本来の

利用目的を超えて（注１７）社内の他部門又は自己の関係事業者等

へ提供すること（電気通信事業法第３０条第３項第１号及び第４項

第１号）。 

① 他の電気通信事業者との接続の業務に関して知り得た当該他事

業者又はその利用者に関する情報（注１７）を、当該情報の本来の

利用目的を超えて（注１８）社内の他部門又は自己の関係事業者等

へ提供すること（電気通信事業法第３０条第３項第１号及び第４項

第１号）。 

（注１６）［略］ （注１７）［同左］ 

［(ⅰ)～(ⅳ) 略］ ［(ⅰ)～(ⅳ) 略］ 

［削る］ (ⅴ) 優先接続における他の電気通信事業者の利用者の

登録内容（市内、県内市外、県外、国際の各市場ごと

に事業者を選択） 

（注１７）［略］ （注１８）［同左］ 

［削る］ ② 優先接続（マイライン）等における電気通信事業者の登録作業に

おいて、自己又は自己の関係事業者を選択した利用者を、その他の

電気通信事業者を選択した利用者と比較して優先的に登録するこ

と（電気通信事業法第３０条第４項第２号）。 

② 市場支配的な電気通信事業者のうち、第一種指定電気通信設備を ③ 市場支配的な電気通信事業者のうち、第一種指定電気通信設備を
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改 定 後 改 定 前 

設置する電気通信事業者が、接続に必要な装置等を設置するための

通信用建物（例．交換機等を設置している局舎等）の空き場所の有

無、当該通信用建物の名称、所在地、空き設備がある場合の接続の

即応、即応できない場合であっても対応可能であればその時期、接

続を行おうとする設備の敷設状況、敷設計画、接続可能となる時期

等に関する情報の他の電気通信事業者への提供について、特定関係

事業者（注１８）に提供している情報に比べて量を少なくし、質を

落とし、あるいは提供時期を遅らせること（電気通信事業法第３１

条第２項第１号）。 

設置する電気通信事業者が、接続に必要な装置等を設置するための

通信用建物（例．交換機等を設置している局舎等）の空き場所の有

無、当該通信用建物の名称、所在地、空き設備がある場合の接続の

即応、即応できない場合であっても対応可能であればその時期、接

続を行おうとする設備の敷設状況、敷設計画、接続可能となる時期

等に関する情報の他の電気通信事業者への提供について、特定関係

事業者（注１９）に提供している情報に比べて量を少なくし、質を

落とし、あるいは提供時期を遅らせること（電気通信事業法第３１

条第２項第１号）。 

（注１８）［略］  （注１９）［同左］ 

③ ［略］ ④ ［同左］ 

第２ 電柱・管路等の貸与に関連する分野 第２ ［同左］ 

１ 独占禁止法における考え方 １ ［同左］ 

(1) 電気通信役務市場においては、自ら電気通信回線を設置して参入しよ

うとする、又は電気通信回線の拡充を予定している電気通信事業者（以

下「インフラベースの事業者」という。）にとって、公道や私有地に電

気通信回線を添架するための電柱を設置したり、地下に電気通信回線を

通すための管路等を埋設したりすることは、経済的ではないのみなら

ず、道路法、河川法等に基づく占有許可等の規制上必ずしも容易ではな

い場合が多い。そのため、インフラベースの事業者は、自ら電気通信回

線を設置するために必要不可欠と認められる電柱・管路等を保有する事

業者（注１９）から、その貸与を受けられなかったり、貸与の手続が遅

延したりすれば、新規参入や電気通信回線の拡充が困難な場合がある。 

(1) 電気通信役務市場においては、自ら電気通信回線を設置して参入しよ

うとする、又は電気通信回線の拡充を予定している電気通信事業者（以

下「インフラベースの事業者」という。）にとって、公道や私有地に電

気通信回線を添架するための電柱を設置したり、地下に電気通信回線を

通すための管路等を埋設したりすることは、経済的ではないのみなら

ず、道路法、河川法等に基づく占有許可等の規制上必ずしも容易ではな

い場合が多い。そのため、インフラベースの事業者は、自ら電気通信回

線を設置するために必要不可欠と認められる電柱・管路等を保有する事

業者（注２０）から、その貸与を受けられなかったり、貸与の手続が遅

延したりすれば、新規参入や電気通信回線の拡充が困難な場合がある。 

（注１９）［略］  （注２０）［同左］ 
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改 定 後 改 定 前 

(2) このような場合において、例えば、電柱・管路等を保有する事業者が、

自己又は自己の関係事業者と競争関係にあるインフラベースの事業者

に対し、電柱・管路等の貸与の取引を拒絶し、又はそれらの取引の条件

若しくは実施について自己又は自己の関係事業者に比べて不利な取扱

いをすることは、当該インフラベースの事業者等の新規参入を阻害し、

その事業活動を困難にさせることも少なくなく、これにより市場におけ

る競争が実質的に制限される場合には、私的独占に該当し、独占禁止法

第３条の規定に違反することとなる。また、市場における競争が実質的

に制限されるまでには至らない場合であっても、上記のような行為によ

り、公正な競争を阻害するおそれがある場合には不公正な取引方法に該

当し、独占禁止法第１９条の規定に違反することとなる（注２０）。 

(2) このような場合において、例えば、電柱・管路等を保有する事業者が、

自己又は自己の関係事業者と競争関係にあるインフラベースの事業者

に対し、電柱・管路等の貸与の取引を拒絶し、又はそれらの取引の条件

若しくは実施について自己又は自己の関係事業者に比べて不利な取扱

いをすることは、当該インフラベースの事業者等の新規参入を阻害し、

その事業活動を困難にさせることも少なくなく、これにより市場におけ

る競争が実質的に制限される場合には、私的独占に該当し、独占禁止法

第３条の規定に違反することとなる。また、市場における競争が実質的

に制限されるまでには至らない場合であっても、上記のような行為によ

り、公正な競争を阻害するおそれがある場合には不公正な取引方法に該

当し、独占禁止法第１９条の規定に違反することとなる（注２１）。 

（注２０）［略］  （注２１）［同左］ 

２ 電気通信事業法における認可・裁定制度の趣旨と概要 ２ ［同左］ 

(1) 認定電気通信事業者（電気通信事業法第１２０条第１項に規定する認

定電気通信事業者をいう。以下同じ。）は、その認定に係る電気通信事

業（以下「認定電気通信事業」という。）の用に供する線路及び空中線

（主として一の構内（これに準ずる区域内を含む。）又は建物内（以下

この項において「構内等」という。）にいる者の通信の用に供するため

当該構内等に設置する線路及び空中線については、公衆の通行し、又は

集合する構内等に設置するものに限る。）並びにこれらの附属設備（以

下「線路」と総称する。）を設置するため、他人の電柱・管路等を利用

することが必要かつ適当であるときは、総務大臣の認可を受けて、その

電柱・管路等の所有者（所有権以外の権原に基づきその設備を使用する

者があるときは、その者及び所有者。以下「設備保有者」という。）に

(1) 認定電気通信事業者（電気通信事業法第１２０条第１項に規定する認

定電気通信事業者をいう。以下同じ。）は、認定電気通信事業の用に供

する線路及び空中線（主として一の構内（これに準ずる区域内を含む。）

又は建物内（以下この項において「構内等」という。）にいる者の通信

の用に供するため当該構内等に設置する線路及び空中線については、公

衆の通行し、又は集合する構内等に設置するものに限る。）並びにこれ

らの附属設備（以下「線路」と総称する。）を設置するため、他人の電

柱・管路等を利用することが必要かつ適当であるときは、総務大臣の認

可を受けて、その電柱・管路等の所有者（所有権以外の権原に基づきそ

の設備を使用する者があるときは、その者及び所有者。以下「設備保有

者」という。）に対し、その電柱・管路等の使用権の設定に関する協議
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対し、その電柱・管路等の使用権の設定に関する協議を求めることがで

きる（電気通信事業法第１２８条第１項）。 

を求めることができる（電気通信事業法第１２８条第１項）。 

［(2)～(5) 略］ ［(2)～(5) 同左］ 

３ 独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となり得る行為 ３ ［同左］ 

(1) 独占禁止法上問題となる行為 (1) ［同左］ 

ア 電柱・管路等の貸与に係る行為 ア ［同左］ 

電柱・管路等を保有する事業者が行う以下の行為は、独占禁止法上

問題となる。 

［同左］ 

① 自己又は自己の関係事業者と競争関係にあるインフラベースの

事業者に対して、電柱・管路等の貸与を拒否すること（注２１）、

又は電柱・管路等の貸与に関連する費用を高く設定し（注２２）、

当該インフラベースの事業者が電柱・管路等の貸与を受けるに当た

って必要となる情報（注２３）を十分に開示せず、若しくは電柱・

管路等の貸与手続（注２４）を遅延させるなど実質的に拒否してい

ると認められる行為を行うことにより、当該インフラベースの事業

者の電気通信役務市場への新規参入を阻止し、又はその事業活動を

困難にさせること（私的独占、取引拒絶等）（注２５）。 

① 自己又は自己の関係事業者と競争関係にあるインフラベースの

事業者に対して、電柱・管路等の貸与を拒否すること（注２２）、

又は電柱・管路等の貸与に関連する費用を高く設定し（注２３）、

当該インフラベースの事業者が電柱・管路等の貸与を受けるに当た

って必要となる情報（注２４）を十分に開示せず、若しくは電柱・

管路等の貸与手続（注２５）を遅延させるなど実質的に拒否してい

ると認められる行為を行うことにより、当該インフラベースの事業

者の電気通信役務市場への新規参入を阻止し、又はその事業活動を

困難にさせること（私的独占、取引拒絶等）（注２６）。 

（注２１）～（注２５）［略］    （注２２）～（注２６）［同左］ 

［＜想定例＞ 略］ ［＜想定例＞ 同左］ 

② 自己又は自己の関係事業者と競争関係にあるインフラベースの

事業者に対して電柱・管路等の貸与を行う場合に、貸与に関連する

費用、貸与を受けようとする事業者が必要とする情報の開示の程

度、貸与手続の期間等について、当該インフラベースの事業者に対

し、自己又は自己の関係事業者に比べて不利な取扱いをする（注２

② 自己又は自己の関係事業者と競争関係にあるインフラベースの

事業者に対して電柱・管路等の貸与を行う場合に、貸与に関連する

費用、貸与を受けようとする事業者が必要とする情報の開示の程

度、貸与手続の期間等について、当該インフラベースの事業者に対

し、自己又は自己の関係事業者に比べて不利な取扱いをする（注２
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改 定 後 改 定 前 

６）ことにより、当該インフラベースの事業者の電気通信役務市場

への新規参入を阻止し、又はその事業活動を困難にさせること（私

的独占、差別取扱い等）（注２７）。 

７）ことにより、当該インフラベースの事業者の電気通信役務市場

への新規参入を阻止し、又はその事業活動を困難にさせること（私

的独占、差別取扱い等）（注２８）。 

（注２６）・（注２７）［略］    （注２７）・（注２８）［同左］ 

［＜想定例＞ 略］ ［＜想定例＞ 同左］ 

イ 電柱・管路等の貸与と他のサービスの抱き合わせ等に係る行為  イ ［同左］ 

電柱・管路等を保有する事業者が行う以下の行為は、独占禁止法上

問題となる。 

［同左］ 

○ 電柱・管路等の貸与に併せて、自己が既に設置した光ファイバ（幹

線部分）が存在する区間について、自己又は自己の関係事業者と競

争関係にあるインフラベースの事業者の希望がないにもかかわら

ず、それを不当に利用させること（私的独占、抱き合わせ販売等）

（注２８）。 

○ 電柱・管路等の貸与に併せて、自己が既に設置した光ファイバ（幹

線部分）が存在する区間について、自己又は自己の関係事業者と競争

関係にあるインフラベースの事業者の希望がないにもかかわらず、そ

れを不当に利用させること（私的独占、抱き合わせ販売等）（注２９）。 

（注２８）［略］    （注２９）［同左］ 

ウ 電柱・管路等の貸与の際に得た自己又は自己の関係事業者と競争関

係にあるインフラベースの事業者やその取引相手に関する情報の利

用に係る行為 

ウ ［同左］ 

電柱・管路等を保有する事業者は、自己又は自己の関係事業者と競

争関係にあるインフラベースの事業者に電柱･管路等を貸与する際の

手続等を通じて、その参入時期、参入区域、参入の態様等の重要な営

業情報を知り得る立場にある。そのような立場を利用して、電柱・管

路等を保有する事業者が行う以下の行為は、独占禁止法上問題とな

る。 

［同左］ 

○ 電柱・管路等の貸与に関する業務を通じて得た自己又は自己の関 ○ 電柱・管路等の貸与に関する業務を通じて得た自己又は自己の関
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係事業者と競争関係にあるインフラベースの事業者やその顧客に

関する情報を、自己や自己の関係事業者の事業活動に利用すること

により、当該インフラベースの事業者の新規参入を阻止し、又はそ

の事業活動を困難にさせること（私的独占、取引妨害等）（注２９）。 

係事業者と競争関係にあるインフラベースの事業者やその顧客に

関する情報を、自己や自己の関係事業者の事業活動に利用すること

により、当該インフラベースの事業者の新規参入を阻止し、又はそ

の事業活動を困難にさせること（私的独占、取引妨害等）（注３０）。 

（注２９）［略］    （注３０）［同左］ 

［＜想定例＞ 略］ ［＜想定例＞ 同左］ 

エ 一束化及び支線の共用に係る行為 エ ［同左］ 

電柱を保有する事業者から既にその貸与を受けている電気通信事

業者が行う以下の行為は、独占禁止法上問題となる。 

［同左］ 

○ インフラベースの事業者から一束化（注３０）又は支線の共用（以

下「一束化等」という。）のための調整の要請を受けた場合におい

て、一束化等を拒否し、又は一束化等に関連する費用を高く設定し、

若しくは一束化等の手続を遅延させる行為を行うことにより、一束

化等を前提とした電柱の貸与契約の成立を不当に妨害すること（私

的独占、取引妨害等）（注３１）。 

○ インフラベースの事業者から一束化（注３１）又は支線の共用（以

下「一束化等」という。）のための調整の要請を受けた場合において、

一束化等を拒否し、又は一束化等に関連する費用を高く設定し、若し

くは一束化等の手続を遅延させる行為を行うことにより、一束化等を

前提とした電柱の貸与契約の成立を不当に妨害すること（私的独占、

取引妨害等）（注３２）。 

（注３０）・（注３１）［略］   （注３１）・（注３２）［同左］ 

［＜想定例＞ 略］ ［＜想定例＞ 同左］ 

［(2) 略］ ［(2) 同左］ 

ア 正当な理由なく貸与を拒否する行為 ア ［同左］ 

電気通信事業分野における公正な競争をより積極的に促進してい

く観点からは、設備保有者は、電気通信事業者から設備の提供の申込

みがあったときは、自らの事業又は有線電気通信設備令（昭和２８年

政令第１３１号）その他の設備に関する法令等の規定（以下「設備関

係法令等」という。）及び道路法（昭和２７年法律第１８０号）その

［同左］ 
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他の公物管理に関する法令等の規定（以下「公物管理関係法令等」と

いう。）に支障がない限り、設備を提供することが求められる。 

このため、総務省は、認定電気通信事業者から、電気通信事業法第

１２８条第１項の規定に基づく認可の申請を受けた場合は、次に掲げ

る場合（ガイドライン第３条「貸与拒否事由」）を除いては、認可す

るものとしている。 

［①～⑨ 略］ ［①～⑨ 同左］ 

 ただし、以上の規定にかかわらず、一束化（注３２）又は支線の共

用（注３３）の場合には、一定の場合を除き、原則として認可するも

のとしている。 

なお、一束化又は腕金類の設置（注３４）に関し、電柱保有者によ

る電柱の提供の可否の判断に当たっては、当該一束化又は腕金類の設

置がガイドライン第３条第１項第５号の貸与拒否事由に該当するも

のでない限り、同項第１号の「現に空きがない場合」に該当しないも

のと解されている。 

ただし、以上の規定にかかわらず、一束化（注３３）又は支線の共

用（注３４）の場合には、一定の場合を除き、原則として認可するも

のとしている。 

なお、一束化又は腕金類の設置（注３５）に関し、電柱保有者によ

る電柱の提供の可否の判断に当たっては、当該一束化又は腕金類の設

置がガイドライン第３条第１項第５号の貸与拒否事由に該当するも

のでない限り、同項第１号の「現に空きがない場合」に該当しないも

のと解されている。 

（注３２）～（注３４）［略］   （注３３）～（注３５）［同左］ 

イ 適正でない提供条件により貸与する行為 イ ［同左］ 

電気通信事業分野における公正な競争をより積極的に促進してい

く観点からは、設備保有者は、認定電気通信事業者に設備を提供する

に当たっては、公平かつ公正な条件で提供することが求められ（公正

性の原則）、また、資本関係その他の理由により差別的な取扱いをし

ないことが求められる（無差別性の原則）。 

このため、総務省は、電気通信事業法第１３２条第１項の規定に基

づく裁定をする場合において、設備保有者の提示する提供条件が次に

［同左］ 
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掲げる基準（ガイドライン第４条「貸与期間」、第６条「貸与の対価」）

を満たしていないときは、当該基準に照らし、判断するものとしてい

る。 

［① 略］ ［① 同左］ 

② 貸与の対価 ② 貸与の対価 

原価（原則として、減価償却費及び保守運営費に、他人資本費用、

自己資本費用及び利益対応税の合計額を加えて算定。）に基づく適

正な設備使用料（注３５）。 

原価（原則として、減価償却費及び保守運営費に、他人資本費用、

自己資本費用及び利益対応税の合計額を加えて算定。）に基づく適

正な設備使用料（注３６）。 

（注３５）［略］    （注３６）［同左］ 

第３ 電気通信役務の提供に関連する分野 第３ ［同左］ 

１ 独占禁止法における考え方 １ ［同左］ 

事業者の創意による企業努力に基づく価格・サービス競争は、能率競

争（良質・廉価な商品を提供して顧客を獲得する競争をいう。）の中核

をなすものであり、事業者がどのような料金や条件でサービスを提供す

るか、どの事業者と取引するかは、基本的には当該事業者の自由な判断

に委ねられているものである。一方で、例えば、市場において相対的に

高いシェアを有する電気通信事業者が、採算を度外視した低い料金を設

定すること、取引の相手方により差別的な条件を設定したり取引の相手

方を拘束する条件を設定したりすること、電気通信役務を提供するため

に必要な業務の受託等や卸電気通信役務の提供を拒否すること等によ

り、市場における競争が実質的に制限される場合には、私的独占に該当

し、独占禁止法第３条の規定に違反することとなる。市場における競争

が実質的に制限されるまでには至らない場合であっても、上記のような

行為により、公正な競争を阻害するおそれがある場合には不公正な取引

事業者の創意による企業努力に基づく価格・サービス競争は、能率競

争（良質・廉価な商品を提供して顧客を獲得する競争をいう。）の中核

をなすものであり、事業者がどのような料金や条件でサービスを提供す

るか、どの事業者と取引するかは、基本的には当該事業者の自由な判断

に委ねられているものである。一方で、例えば、市場において相対的に

高いシェアを有する電気通信事業者が、採算を度外視した低い料金を設

定すること、取引の相手方により差別的な条件を設定したり取引の相手

方を拘束する条件を設定したりすること、電気通信役務を提供するため

に必要な業務の受託等や卸電気通信役務の提供を拒否すること等によ

り、市場における競争が実質的に制限される場合には、私的独占に該当

し、独占禁止法第３条の規定に違反することとなる。市場における競争

が実質的に制限されるまでには至らない場合であっても、上記のような

行為により、公正な競争を阻害するおそれがある場合には不公正な取引
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方法に該当し、独占禁止法第１９条の規定に違反することとなる（注３

６）。 

なお、電気通信事業分野のようなネットワーク型産業においては、加

入者の多いネットワークほど、その利用機会が多くなりネットワーク自

体の価値が高まることから、新規加入者による電気通信事業者の選択は

既存加入者の多いネットワークに集中する傾向があり、市場において相

対的に高いシェアを有する電気通信事業者により、顧客を自己のネット

ワークに囲い込むような行為が行われた場合、競争事業者の事業活動に

及ぼす影響が大きい。 

方法に該当し、独占禁止法第１９条の規定に違反することとなる（注３

７）。 

なお、電気通信事業分野のようなネットワーク型産業においては、加

入者の多いネットワークほど、その利用機会が多くなりネットワーク自

体の価値が高まることから、新規加入者による電気通信事業者の選択は

既存加入者の多いネットワークに集中する傾向があり、市場において相

対的に高いシェアを有する電気通信事業者により、顧客を自己のネット

ワークに囲い込むような行為が行われた場合、競争事業者の事業活動に

及ぼす影響が大きい。 

（注３６）［略］ （注３７）［同左］ 

２ 電気通信事業法における電気通信役務に関する制度の趣旨と概要  ２ 電気通信事業法における料金その他の提供条件に関する制度の趣旨

と概要 

(1) 基礎的電気通信役務に関する制度 (1) ［同左］ 

国民生活に不可欠であるためあまねく日本全国における提供が確保

されるべき基礎的電気通信役務（加入電話等の第一号基礎的電気通信役

務及びＦＴＴＨアクセスサービス等の第二号基礎的電気通信役務をい

う。）については、その極めて高い公共性から、当該役務の料金その他

の提供条件に関して契約約款の作成・届出及び当該約款に基づく役務の

提供を義務付けているところである。また、公正な競争の確保及び利用

者利益の保護の観点から、届け出られた契約約款が、 

国民生活に不可欠であるためあまねく日本全国における提供が確保

されるべき基礎的電気通信役務については、その極めて高い公共性か

ら、当該役務の料金その他の提供条件に関して契約約款の作成・届出及

び当該約款に基づく役務の提供を義務付けているところである。また、

公正な競争の確保及び利用者利益の保護の観点から、届け出られた契約

約款が、 

［(ｱ)～(ｶ) 略］ ［(ｱ)～(ｶ) 同左］ 

は、契約約款変更命令を発動できることとされている（電気通信事業法

第１９条第２項）。 

は、契約約款変更命令を発動できることとされている。（電気通信事業

法第１９条第２項） 

(2) 指定電気通信役務に関する制度  (2) ［同左］ 
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次に、指定電気通信役務については、これに代わるべき電気通信役務

が他の電気通信事業者によって十分に提供されないことその他の事情

を勘案して適正な料金その他の提供条件に基づく提供を保障する観点

から、当該役務の料金その他の提供条件に関して保障契約約款の作成・

届出を義務付けるとともに、別段の合意がある場合を除き、当該保障契

約約款に定める料金その他の提供条件による役務の提供を拒んではな

らないこととされている。また、公正な競争の確保及び利用者利益の保

護の観点から、届け出られた保障契約約款が、 

［同左］ 

［(ｱ)～(ｶ) 略］ ［(ｱ)～(ｶ) 同左］ 

は、保障契約約款変更命令を発動できることとされている（電気通信事

業法第２０条第３項）。 

は、保障契約約款変更命令を発動できることとされている。（電気通信

事業法第２０条第３項） 

また、指定電気通信役務のうち、その内容、利用者の範囲等からみて

利用者の利益に及ぼす影響が大きいものに関する料金については、プラ

イスキャップ制（上限価格制）が適用されており、料金の料金指数が基

準料金指数を超える場合には認可が必要となる（同法第２１条第２項）。 

また、指定電気通信役務のうち、その内容、利用者の範囲等からみて

利用者の利益に及ぼす影響が大きいものに関する料金については、プラ

イスキャップ制（上限価格制）が適用されており、料金の料金指数が基

準料金指数を超える場合には認可が必要となる。（同法第２１条第２項） 

(3) 第一種指定電気通信設備又は第二種指定電気通信設備を用いる卸電

気通信役務に関する制度 

(3) ［同左］ 

固定系端末回線を相当な規模で有し、他の電気通信事業者の事業展開

上不可欠な第一種指定電気通信設備及び電波の有限性のために参入者

が限られる寡占的市場である移動体通信市場において、移動体通信用設

備のうち相対的に多数の加入者を収容している第二種指定電気通信設

備を用いる卸電気通信役務については、料金その他の提供条件の適正

性、公平性及び一定の透明性を確保する観点から、第一種指定電気通信

設備又は第二種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者に対し、当

固定系端末回線を相当な規模で有し、他の電気通信事業者の事業展開

上不可欠な第一種指定電気通信設備及び電波の有限性のために参入者

が限られる寡占的市場である移動体通信市場において、移動体通信用設

備のうち相対的に多数の加入者を収容している第二種指定電気通信設

備を用いる卸電気通信役務については、料金その他の提供条件の適正

性、公平性及び一定の透明性を確保する観点から、第一種指定電気通信

設備又は第二種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者に対し、当



17 
 

改 定 後 改 定 前 

該第一種指定電気通信設備又は第二種指定電気通信設備を用いる卸電

気通信役務の提供の業務を開始したときに、その旨、卸電気通信役務の

種類、一定の要件を満たす電気通信事業者に対する料金その他の提供条

件等の届出を義務付けている（電気通信事業法第３８条の２第１項）。 

該第一種指定電気通信設備又は第二種指定電気通信設備を用いる卸電

気通信役務の提供の業務を開始したときに、その旨、卸電気通信役務の

種類、一定の要件を満たす電気通信事業者に対する料金その他の提供条

件等の届出を義務付けている。 

また、卸電気通信役務の提供に関する電気通信事業者間の協議の適正

性を確保するため、第一種指定電気通信設備又は第二種指定電気通信設

備を用いる卸電気通信役務のうち、電気通信事業者間の適正な競争関係

に及ぼす影響が少ないもの以外のもの（特定卸電気通信役務）について

は、その提供する電気通信事業者は、正当な理由がある場合を除き、当

該卸電気通信役務の提供を拒んではならず、当該卸電気通信役務の提供

に関する契約の締結に関する協議の円滑化に資する事項の提示を求め

られたときは、正当な理由がなければ、これを拒んではならない（電気

通信事業法第３８条の２第２項及び第３項）。 

［新設］ 

なお、第一種指定電気通信設備又は第二種指定電気通信設備を用いる

卸電気通信役務は、契約約款によらずに、その提供の相手方と合意した

料金その他の提供条件により提供することが可能であるが、業務改善命

令のほか、第一種指定電気通信設備を用いる指定電気通信役務について

は(2)の制度が適用され、禁止行為の停止・変更命令の要件に該当する

場合には、これらの命令の発動ができることとされている（電気通信事

業法第２９条第１項及び第３０条第５項）。 

第一種指定電気通信設備又は第二種指定電気通信設備を用いる卸電

気通信役務は、契約約款によらずに、その提供の相手方と合意した料金

その他の提供条件により提供することが可能であるが、業務改善命令の

ほか、第一種指定電気通信設備を用いる指定電気通信役務については

(2)の制度が適用され、禁止行為の停止・変更命令の要件に該当する場

合には、これらの命令の発動ができることとされている（電気通信事業

法第２９条第１項及び第３０条第５項）。 

(4) (1)から(3)までの電気通信役務以外の電気通信役務に関する制度 (4) (1)から(3)までの電気通信役務以外の電気通信役務に関する制度 

(1)から(3)までの電気通信役務以外の電気通信役務については、契約

約款によらずにその提供の相手方と合意した料金その他の提供条件に

より電気通信役務を提供することが可能である。 

(1)から(3)までの電気通信役務以外の電気通信役務については、契約

約款によらずにその提供の相手方と合意した料金その他の提供条件に

よりを提供することが可能である。 
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ただし、当該契約については、 ただし、当該契約については、 

［(ｱ)～(ｺ) 略］ ［(ｱ)～(ｺ) 同左］ 

は、業務改善命令を発動できることとされている（電気通信事業法第２

９条第１項）。 

は、業務改善命令を発動できることとされている（電気通信事業法第２

９条第１項）。 

また、認定電気通信事業者は、私権の制約や公共的空間の利用を可能

とする強力な権限が認められる特権的な地位を付与されていることか

ら、その特権を用いて電気通信回線設備を設置したにもかかわらず、そ

の電気通信回線設備の適正な利用が確保されない場合は、広く公共の利

益に資することとならず、当該特権的な地位を付与した趣旨が没却され

ることにもなりかねない。そのため、認定電気通信事業者は、正当な理

由がなければ、認定電気通信事業に係る電気通信役務の提供を拒んでは

ならず、認定電気通信事業者がこれに違反した場合には、利用者の利益

又は公共の利益を確保するために必要な限度において、業務改善命令を

発動できることとされている（電気通信事業法第１２１条第１項及び第

２項）。 

[新設] 

３ 独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為 ３ ［同左］ 

(1) 電気通信役務の料金その他の提供条件の設定等に係る行為 (1) ［同左］ 

ア 独占禁止法上問題となる行為 ア ［同左］ 

市場において相対的に高いシェアを有する電気通信事業者が行う

以下の行為は、独占禁止法上問題となる。 

［同左］ 

① 競争事業者が新規参入（事業の拡充を含む。以下同じ。）した地

域についてのみ、例えば、自己の設定する接続料金や卸電気通信役

務の料金を下回るような電気通信役務料金を設定することにより、

競争事業者の事業活動を困難にさせること（私的独占、差別対価等）

① 競争事業者が新規参入（事業の拡充を含む。以下同じ。）した地

域についてのみ、例えば、自己の設定する接続料金や卸電気通信役

務の料金を下回るような電気通信役務料金を設定することにより、

競争事業者の事業活動を困難にさせること（私的独占、差別対価等）
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（注３７）。 （注３８）。 

（注３７）［略］    （注３８）［同左］ 

［＜想定例＞ 略］ ［＜想定例＞ 同左］ 

② 競争事業者のネットワークと接続して提供する自己の電気通信

役務の料金に比べて自己又は自己の関係事業者のネットワークと

接続して提供する自己の電気通信役務の料金を低く設定すること

により、競争事業者の事業活動を困難にさせること（私的独占、差

別対価等）（注３８）。 

② 競争事業者のネットワークと接続して提供する自己の電気通信

役務の料金に比べて自己又は自己の関係事業者のネットワークと

接続して提供する自己の電気通信役務の料金を低く設定すること

により、競争事業者の事業活動を困難にさせること（私的独占、差

別対価等）（注３９）。 

（注３８）［略］    （注３９）［同左］ 

③ 電気通信役務を提供に要する費用（注３９）を著しく下回る料金

で提供することにより、競争事業者の新規参入を阻止し、又はその

事業活動を困難にさせること（私的独占、不当廉売等）。 

③ 電気通信役務を提供に要する費用（注４０）を著しく下回る料金

で提供することにより、競争事業者の新規参入を阻止し、又はその

事業活動を困難にさせること（私的独占、不当廉売等）。 

（注３９）［略］    （注４０）［同左］ 

［＜想定例＞ 略］ ［＜想定例＞ 同左］ 

④ 自己又は自己の関係事業者のみから電気通信役務の提供を受け

ることを条件として、不当に電気通信役務の料金を引き下げ、基本

料金を割り引き、又は工事費等を減免すること（私的独占、排他条

件付取引等）（注４０）。 

④ 自己又は自己の関係事業者のみから電気通信役務の提供を受け

ることを条件として、不当に電気通信役務の料金を引き下げ、基本

料金を割り引き、又は工事費等を減免すること（私的独占、排他条

件付取引等）（注４１）。 

（注４０）［略］    （注４１）［同左］ 

［＜想定例＞ 略］ ［＜想定例＞ 同左］ 

⑤ 競争事業者との接続の協定、事業の受委託又は卸電気通信役務の

提供等に併せて、当該競争事業者の提供しようとする電気通信役務

の料金、内容、提供条件等（提供開示時期、提供地域、提供先等を

含む。）の設定に不当に関与すること（私的独占、拘束条件付取引

⑤ 競争事業者との接続の協定、事業の受委託又は卸電気通信役務の

提供等に併せて、当該競争事業者の提供しようとする電気通信役務

の料金、内容、提供条件等（提供開示時期、提供地域、提供先等を

含む。）の設定に不当に関与すること（私的独占、拘束条件付取引
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等）（注４１）。 等）（注４２）。 

（注４１）［略］    （注４２）［同左］ 

［＜想定例＞ 略］ ［＜想定例＞ 同左］ 

イ 電気通信事業法上問題となる行為 イ ［同左］ 

(ｱ) 基礎的電気通信役務又は指定電気通信役務を提供する電気通信

事業者が設定する基礎的電気通信役務又は指定電気通信役務に係

る以下のような契約約款については、電気通信事業法に基づく契

約約款変更命令が発動される（同法第１９条第２項及び第２０条

第３項）。 

(ｱ) ［同左］ 

ａ 料金の額の算出方法が適正かつ明確に定められていないとき ａ ［同左］ 

（例） （例） 

① 第一号基礎的電気通信役務においては、料金を相対の協議で

決める旨の規定を記載した料金表を設定すること。第二号基礎

的電気通信役務及び指定電気通信役務においては、料金を相対

のみで決める旨の規定を記載した料金表を設定すること。 

① 基礎的電気通信役務において、料金を相対の協議で決める旨の

規定を記載した料金表を設定し、又は指定電気通信役務におい

て、料金を相対のみで決める旨の規定を記載した料金表を設定す

ること。 

［② 略］ ［② 同左］ 

［ｂ～ｅ 略］ ［ｂ～ｅ 同左］ 

ｆ 他の電気通信事業者との間に不当な競争を引き起こすものであ

り、その他社会的経済的事情に照らして著しく不適当であるた

め、利用者の利益を阻害するものであるとき 

ｆ ［同左］ 

（例） （例） 

［①～⑦ 略］ ［①～⑦ 同左］ 

［削る］ ⑧ 第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者が、優先接

続における自己への固定優先接続（マイラインプラス）の登録者
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のみに対して、基本料、工事費等端末回線に係る料金の割引又は

減免を行うこと。 

⑧～⑪ ［略］ ⑨～⑫ ［同左］ 

［削る］ ⑬ 優先接続における未登録者の扱いについて、利用者の意思に

かかわらず「一般優先接続」（注４３）ではなく、「固定優先接

続」（注４４）の登録をしたものとみなすこととしている契約約

款。 

 （注４３）００ＸＹを回せば他の電気通信事業者に接続する方

式。通称「マイライン」。 

 （注４４）００ＸＹを回しても他の電気通信事業者に接続せ

ず、登録した電気通信事業者のみに接続する方式。通

称「マイラインプラス」。 

⑫～⑭ ［略］ ⑭～⑯ ［同左］ 

(ｲ) 市場支配的な電気通信事業者が行う以下の行為（②については、第

一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者が行うものに限

る。）については、行為の停止・変更命令が発動される（電気通信事

業法第３０条第５項）。また、第一種指定電気通信設備を設置する電

気通信事業者の業務を受託した子会社等が当該業務に関して行う以

下の行為に相当する行為については、当該電気通信事業者に対し当該

行為を停止・変更させるために必要な措置を講ずべき旨の命令が発動

される（同法第３１条第４項）。さらに、これらの命令に違反した場

合において、公共の利益を阻害すると認められるときは、同法第９条

の電気通信事業の登録及び同法第１１７条第１項の認定の取消事由

となり得る（同法第１４条第１項第１号及び第１２６条第１項第３

(ｲ) ［同左］ 
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号）。 

（例） （例） 

① 自己の関係事業者（電気通信事業法第３０条第１項の規定によ

り総務大臣から指定を受けた電気通信事業者にあっては、当該電

気通信事業者の特定関係法人（注４２）であって総務大臣が指定

するものに限る。②及び③において同じ。）とそれ以外の電気通

信事業者の接続料に著しい格差があるなどの合理的な理由なく、

自己の関係事業者以外の電気通信事業者のネットワークを利用

した通話については、自己の関係事業者のネットワークを利用し

た通話と比較して高い料金を設定し、又は割引サービス等の対象

としないこと（電気通信事業法第３０条第３項第２号及び第４項

第２号）。 

① 自己の関係事業者（電気通信事業法第３０条第１項の規定によ

り総務大臣から指定を受けた電気通信事業者にあっては、当該電

気通信事業者の特定関係法人（注４５）であって総務大臣が指定

するものに限る。②及び③において同じ。）とそれ以外の電気通

信事業者の接続料に著しい格差があるなどの合理的な理由なく、

自己の関係事業者以外の電気通信事業者のネットワークを利用

した通話については、自己の関係事業者のネットワークを利用し

た通話と比較して高い料金を設定し、又は割引サービス等の対象

としないこと（電気通信事業法第３０条第３項第２号及び第４項

第２号）。 

（注４２）［略］    （注４５）［同左］ 

② 他の電気通信事業者（注４３）との間での接続、業務受委託、

サービス提供等に当たり、当該他事業者が提供する電気通信役務

の内容、開始時期、提供区域、提供先、料金等を制限すること（電

気通信事業法第３０条第４項第３号）。 

② 他の電気通信事業者（注４６）との間での接続、業務受委

託、サービス提供等に当たり、当該他事業者が提供する電気通

信役務の内容、開始時期、提供区域、提供先、料金等を制限す

ること（電気通信事業法第３０条第４項第３号）。 

（注４３）［略］    （注４６）［同左］ 

［削る］ ③ ブラウザフォンサービスにおいてポータルサイトを開設して

いる場合、利用者が自己又は自己の関係事業者の開設するポー

タルサイトを選択する際の条件に比べて、他の電気通信事業者

の開設するポータルサイトを選択する際の条件を、例えばボタ

ン操作数を当該他事業者の意思に反して同等としない等、不公

平なものとすること（電気通信事業法第３０条第３項第２号及
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び第４項第２号）。 

(ｳ) 電気通信事業者が設定する以下のような料金その他の提供条件に

ついては 業務改善命令が発動される（ａからｆについては電気通信

事業法第２９条第１項第２号から第７号まで、ｇについては電気通信

事業法第１２１条第２項）。 

(ｳ) 電気通信事業者が設定する以下のような料金その他の提供条件に

ついては業務改善命令が発動される（電気通信事業法第２９条第１

項第２号から第７号まで）。 

［ａ～ｅ 略］ ［ａ～ｅ 同左］ 

ｆ 他の電気通信事業者との間に不当な競争を引き起こすものであ

り、その他社会的経済的事情に照らして著しく不適当であるため、

利用者の利益を阻害するものであるとき 

ｆ ［同左］ 

（例） （例） 

［①～⑥ 略］ ［①～⑥ 略］ 

［削る］ ⑦ 第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者が、優先接

続における自己への固定優先接続（マイラインプラス）の登録者

のみに対して、基本料、工事費等端末回線に係る料金の割引又は

減免を行うこと。 

 ⑦～⑨ ［略］ ⑧～⑩ ［同左］ 

［削る］ ⑪ 契約において、優先接続における未登録者の扱いについて、利

用者の意思にかかわらず「一般優先接続」ではなく、「固定優先

接続」の登録をしたものとみなすこと。 

⑩・⑪ ［略］ ⑫・⑬ ［略］ 

⑫ 固定ブロードバンドサービス（注４４）の利用の開始に当たっ

て必要となる工事費（ＧＰＳ付据え置き型Ｗｉ－Ｆｉルータの端

末代金を含む。以下同じ。）の分割支払いについて、期間拘束契

約の期間を超える分割支払い回数しか提供しないこと。 

⑭ 固定ブロードバンドサービス（注４７）の利用の開始に当たっ

て必要となる工事費（ＧＰＳ付据え置き型Ｗｉ－Ｆｉルータの端

末代金を含む。以下同じ。）の分割支払いについて、期間拘束契

約の期間を超える分割支払い回数しか提供しないこと。 
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（注４４）［略］    （注４７）［同左］ 

⑬～⑮ ［略］ ⑮～⑰ ［略］ 

なお、例えば、長期契約による割引、ボリュームディスカウント、

一定期間の無料キャンペーン、複数のサービスのセット割引等のサ

ービスを提供しており、これによって他の事業者の事業活動が特段

困難になっているとは認められないような場合には、一般的には本

号に該当しないと考えられる。 

[同左] 

ｇ 認定電気通信事業者が、正当な理由なく、認定電気通信事業に係

る電気通信役務の提供を拒否するとき 

[新設] 

 

（例）  

○ 認定電気通信事業者が、その認定電気通信事業に係る電気通信

役務を利用する意思がある者に対し、当該者が電気通信役務の提

供に関する契約を過去に短期間で解約したことがあることのみ

を理由に、当該電気通信役務の提供の申込みを承諾しないこと。 

 

［(ｴ) 略］ ［(ｴ) 同左］ 

(2) セット提供等に係る行為 (2) ［同左］ 

ア 独占禁止法上問題となる行為 ア ［同左］ 

市場において相対的に高いシェアを有する電気通信事業者が行う

以下の行為は、独占禁止法上問題となる。 

［同左］ 

① 他の事業者と業務提携を行うことにより自己又は自己の関係事

業者の電気通信役務と併せて他の商品・サービスを提供する場合

（注４５）に、業務提携を行う事業者に対して、他の電気通信事業

者との業務提携を行わないこと、又は他の電気通信事業者との業務

提携における割引額を低く抑えるなど、他の電気通信事業者との提

① 他の事業者と業務提携を行うことにより自己又は自己の関係事

業者の電気通信役務と併せて他の商品・サービスを提供する場合

（注４８）に、業務提携を行う事業者に対して、他の電気通信事業

者との業務提携を行わないこと、又は他の電気通信事業者との業務

提携における割引額を低く抑えるなど、他の電気通信事業者との提
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携内容を自己若しくは自己の関係事業者との提携内容よりも不利

なものとすることを条件とすることにより、他の電気通信事業者の

事業活動を困難にさせること（私的独占、排他条件付取引等）。 

携内容を自己若しくは自己の関係事業者との提携内容よりも不利

なものとすることを条件とすることにより、他の電気通信事業者の

事業活動を困難にさせること（私的独占、排他条件付取引等）。 

（注４５）［略］    （注４８）［同左］ 

［＜想定例＞ 略］ ［＜想定例＞ 同左］ 

② 自己の電気通信役務と併せて他の商品・サービスの提供（注４６）

を受けると電気通信役務の料金又は当該他の商品・サービスの料金

と電気通信役務の料金を合算した料金が割安となる方法でセット

提供する場合等において、提供に要する費用（注４７）を著しく下

回る料金を設定すること（注４８）により、自己又は他の商品・サ

ービスを提供する事業者と競争関係にある事業者の事業活動を困

難にさせること（私的独占、不当廉売等）。 

② 自己の電気通信役務と併せて他の商品・サービスの提供（注４９）

を受けると電気通信役務の料金又は当該他の商品・サービスの料金

と電気通信役務の料金を合算した料金が割安となる方法でセット

提供する場合等において、提供に要する費用（注５０）を著しく下

回る料金を設定すること（注５１）により、自己又は他の商品・サ

ービスを提供する事業者と競争関係にある事業者の事業活動を困

難にさせること（私的独占、不当廉売等）。 

（注４６）［略］    （注４９）［同左］ 

（注４７）費用に関する考え方は注３９と同じである。    （注５０）費用に関する考え方は注４０と同じである。 

（注４８）［略］ （注５１）［同左］ 

［＜想定例＞ 略］ ［＜想定例＞ 同左］ 

［イ 略］ ［イ 同左］ 

(3) 顧客と他の電気通信事業者との取引の妨害等に係る行為 (3) ［同左］ 

ア 独占禁止法上問題となる行為 ア [同左］ 

市場において相対的に高いシェアを有する電気通信事業者が行う

以下の行為は、独占禁止法上問題となる。 

［同左］ 

［①・② 略］ ［①・② 同左］ 

③ 顧客が自己との電気通信役務の提供契約を解約する場合におい

て、当該顧客に対して、不当に高額の違約金の支払を請求し（注４

③ 顧客が自己との電気通信役務の提供契約を解約する場合におい

て、当該顧客に対して、不当に高額の違約金の支払を請求し（注５
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９）、若しくは他の電気通信事業者への移行禁止期間を設けること、

又は不当に端末設備に技術的な制限を設定し当該端末設備におい

て他の電気通信事業者の電気通信役務を利用できなくすること（注

５０）により、競争事業者と当該顧客との契約の締結を不当に妨害

すること（私的独占、取引妨害等）。 

２）、若しくは他の電気通信事業者への移行禁止期間を設けること、

又は不当に端末設備に技術的な制限を設定し当該端末設備におい

て他の電気通信事業者の電気通信役務を利用できなくすること（注

５３）により、競争事業者と当該顧客との契約の締結を不当に妨害

すること（私的独占、取引妨害等）。 

（注４９）・（注５０）［略］ （注５２）・（注５３）［同左］ 

［＜想定例＞ 略］ ［＜想定例＞ 同左］ 

［④ 略］ ［④ 同左］ 

イ 電気通信事業法上問題となる行為 イ ［同左］ 

電気通信事業者が以下のような適正かつ合理的でない事業運営を

行っていることにより、電気通信の健全な発達又は国民の利便の確保

に支障が生ずるおそれがあると認めるときは、電気通信事業法に基づ

き、業務改善命令が発動される（同法第２９条第１項第１２号）。 

［同左］ 

（例） （例） 

［①～⑧ 略］ ［①～⑧ 同左］ 

⑨ 利用者に対して、専らＭＮＰを行うことを目的としたサービス

利用意思を伴わない乗換え行為を示唆することにより、他の電気

通信事業者の事業運営に支障を与えること。 

［新設］ 

(4) 自己の関係事業者との業務の受委託等に係る行為 ［(4) 同左］ 

ア 独占禁止法上問題となる行為 ア ［同左］ 

加入者回線網を保有する電気通信事業者は、既存の電気通信役務に

係る顧客との契約関係を活用することで他の電気通信事業者に比べ

て有利に営業販売活動等を展開し得る地位にある。また、加入者回線

網を保有する電気通信事業者との接続や当該電気通信事業者から卸

［同左］ 
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電気通信役務の提供を受けることにより電気通信役務を提供する電

気通信事業者は、当該電気通信役務を提供するために必要な業務を、

加入者回線網を保有する電気通信事業者に委託する場合がある。この

ため、電気通信事業者にとっては、加入者回線網を保有する事業者か

ら業務の受託等を拒否されれば、新規参入が困難となる場合がある。

このような状況において、市場において相対的に高いシェアを有する

電気通信事業者が行う以下の行為は、独占禁止法上問題となる。 

○ 自己の関係事業者に対しては電気通信役務に関する契約の媒介

等、その他の業務の受託等（注文受付、料金請求・回収代行等の業

務の支援行為を含む。）を行う一方、競争事業者に対しては、その

受託等を不当に拒否し（注５１）、又は自己の関係事業者に比べて

高い料金を設定する（注５２）など不当に差別的に取り扱うこと（私

的独占、取引拒絶等）（注５３）。 

○ 自己の関係事業者に対しては電気通信役務に関する契約の媒介

等、その他の業務の受託等（注文受付、料金請求・回収代行等の業

務の支援行為を含む。）を行う一方、競争事業者に対しては、その

受託等を不当に拒否し（注５４）、又は自己の関係事業者に比べて

高い料金を設定する（注５５）など不当に差別的に取り扱うこと（私

的独占、取引拒絶等）（注５６）。 

（注５１）～（注５３）［略］ （注５４）～（注５６）［同左］ 

［＜想定例＞ 略］ ［＜想定例＞ 同左］ 

［イ 略］ ［イ 同左］ 

(5) 卸電気通信役務の料金の設定等に係る行為 (5) ［同左］ 

 ア 独占禁止法上問題となる行為  ア ［同左］ 

市場において相対的に高いシェアを有する電気通信事業者が、卸電

気通信役務の料金を低く設定することにより、当該卸電気通信役務の

提供を受けた電気通信事業者が低い価格で小売サービスを提供し、小

売サービス市場において自ら設備を保有して電気通信役務を提供す

る電気通信事業者等の事業活動を困難とさせる場合がある。このた

め、市場において相対的に高いシェアを有する電気通信事業者が、卸

［同左］ 
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電気通信役務について、提供に要する費用を著しく下回る料金で提供

したり、不当に特定の地域又は相手方に対してのみ料金を低く設定し

たりすることにより、競争事業者の新規参入を阻止し、又はその事業

活動を困難にさせることは、独占禁止法上問題となる。 

また、電気通信事業者にとっては、投資等を行うことにより新たに

設備を構築することが現実的に困難と認められるボトルネック設備

があることや電波の割当て枠に限りがあること等から、これらを保有

する市場において相対的に高いシェアを有する電気通信事業者から

卸電気通信役務の提供を受けられなかったり、卸電気通信役務の手続

が遅延したりすれば、新規参入が困難となる場合があり、電気通信事

業者が単独で行う取引拒絶であっても、独占禁止法上問題となる場合

がある。 

上記の考え方を踏まえると、市場において相対的に高いシェアを有

する電気通信事業者が行う以下の行為は、独占禁止法上問題となる。 

① 提供に要する費用（注５４）を著しく下回る料金で卸電気通信役

務を提供することにより、卸電気通信役務市場又は小売サービス市

場における競争事業者の新規参入を阻止し、又はその事業活動を困

難にさせること（私的独占、不当廉売等）。 

① 提供に要する費用（注５７）を著しく下回る料金で卸電気通信役

務を提供することにより、卸電気通信役務市場又は小売サービス市

場における競争事業者の新規参入を阻止し、又はその事業活動を困

難にさせること（私的独占、不当廉売等） 

（注５４）［略］ （注５７）［同左］ 

［＜想定例＞ 略］ ［＜想定例＞ 同左］ 

［②・③ 略］ ［②・③ 同左］ 

④ 競争事業者に対して、事業活動を行うために必要な卸電気通信役

務の提供を不当に拒否すること、又は卸電気通信役務に関連する費

用（注５５）を高く設定し（注５６）（注５７）、卸電気通信役務の

④ 競争事業者に対して、事業活動を行うために必要な卸電気通信役

務の提供を不当に拒否すること、又は卸電気通信役務に関連する費

用（注５８）を高く設定し（注５９）（注６０）、卸電気通信役務の
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提供を受けるに当たって必要となる情報を十分に開示せず、卸電気

通信役務の提供手続（注５８）を遅延させ、卸電気通信役務の提供

を受ける者にとって必要な機能を利用させないなど実質的に卸電

気通信役務の提供を不当に拒否していると認められる行為を行う

こと（私的独占、取引拒絶等）（注５９）（注６０）。 

提供を受けるに当たって必要となる情報を十分に開示せず、卸電気

通信役務の提供手続（注６１）を遅延させ、卸電気通信役務の提供

を受ける者にとって必要な機能を利用させないなど実質的に卸電

気通信役務の提供を不当に拒否していると認められる行為を行う

こと（私的独占、取引拒絶等）（注６２）（注６３）。 

（注５５）～（注６０）［略］ （注５８）～（注６３）［同左］ 

⑤ 競争事業者に対して卸電気通信役務の提供を行う場合に、卸電気

通信役務の内容、卸電気通信役務に関連する費用、提供する情報、

卸電気通信役務の提供手続、卸電気通信役務の提供を受けるまでの

期間、技術的条件（注６１）等について、競争事業者に対し、自己

の関係事業者に比べて不利な取扱いをすること（注６２）により、

卸電気通信役務市場又は小売サービス市場への新規参入を阻止し、

又はその事業活動を困難にさせること（私的独占、差別取扱い等）。 

⑤ 競争事業者に対して卸電気通信役務の提供を行う場合に、卸電気

通信役務の内容、卸電気通信役務に関連する費用、提供する情報、

卸電気通信役務の提供手続、卸電気通信役務の提供を受けるまでの

期間、技術的条件（注６４）等について、競争事業者に対し、自己

の関係事業者に比べて不利な取扱いをすること（注６５）により、

卸電気通信役務市場又は小売サービス市場への新規参入を阻止し、

又はその事業活動を困難にさせること（私的独占、差別取扱い等）。 

（注６１）・（注６２）［略］ （注６４）・（注６５）［同左］ 

［＜想定例＞ 略］ ［＜想定例＞ 同左］ 

⑥ 電気通信事業者に対して、卸電気通信役務の提供を行う場合に、

当該卸電気通信役務を受けた電気通信事業者が当該卸電気通信役

務を用いて提供する電気通信役務の顧客に対して当該卸電気通信

役務以外を用いた電気通信役務へと契約を切り替えさせることを

不当に制限すること（私的独占、拘束条件付取引等）（注６３）。 

⑥ 電気通信事業者に対して、卸電気通信役務の提供を行う場合に、

当該卸電気通信役務を受けた電気通信事業者が当該卸電気通信役

務を用いて提供する電気通信役務の顧客に対して当該卸電気通信

役務以外を用いた電気通信役務へと契約を切り替えさせることを

不当に制限すること（私的独占、拘束条件付取引等）（注６６）。 

（注６３）［略］ （注６６）［同左］ 

［＜想定例＞ 略］ ［＜想定例＞ 同左］ 

⑦ 卸電気通信役務の提供を行う電気通信事業者は、卸電気通信役務

の提供を受けようとする競争事業者から、電気通信役務を提供する

⑦ 卸電気通信役務の提供を行う電気通信事業者は、卸電気通信役務

の提供を受けようとする競争事業者から、電気通信役務を提供する
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地域（需要者に関する情報）、想定される通信量（需要規模に関す

る情報）等に関する情報の提供を受けることとなる。このため、卸

電気通信役務の提供を行う電気通信事業者は、卸電気通信役務の提

供を受けようとする競争事業者との交渉の過程において、当該競争

事業者やその顧客に関する情報を知り得る立場にある。 

そのような立場を利用して、競争事業者との卸電気通信役務の提

供に関する業務を通じて得た当該競争事業者やその顧客に関する

情報を、自己や自己の関係事業者の事業活動に利用することによ

り、競争事業者の新規参入を阻止し、又はその事業活動を困難にさ

せること（私的独占、取引妨害等）（注６４）。 

地域（需要者に関する情報）、想定される通信量（需要規模に関す

る情報）等に関する情報の提供を受けることとなる。このため、卸

電気通信役務の提供を行う電気通信事業者は、卸電気通信役務の提

供を受けようとする競争事業者との交渉の過程において、当該競争

事業者やその顧客に関する情報を知り得る立場にある。 

そのような立場を利用して、競争事業者との卸電気通信役務の提

供に関する業務を通じて得た当該競争事業者やその顧客に関する

情報を、自己や自己の関係事業者の事業活動に利用することによ

り、競争事業者の新規参入を阻止し、又はその事業活動を困難にさ

せること（私的独占、取引妨害等）（注６７）。 

（注６４）［略］ （注６７）［同左］ 

［＜想定例＞ 略］ ［＜想定例＞ 同左］ 

 イ 電気通信事業法上問題となる行為  イ ［同左］ 

  ［(ｱ)・(ｲ) 略］   ［(ｱ)・(ｲ) 同左］ 

(ｳ) 特定卸電気通信役務を提供する電気通信事業者（卸元事業者）が

行う次のような行為については、公共の利益を確保するために必要

な限度において、電気通信事業法上の業務改善命令が発動される

（電気通信事業法第３８条の２第４項）（注６５）。 

［新設］ 

（例）  

○ 特定卸電気通信役務の提供に関する契約の締結の申入れ

を受けた場合において、当該特定卸電気通信役務に関し、当

該申入れをした電気通信事業者の負担すべき金額その他の

提供の条件について提示をするときまでに、当該申入れをし

た電気通信事業者から、当該提示と併せて特定卸電気通信役
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務の提供に関する契約の締結に関する協議の円滑化に資す

る事項の提示をするよう求められたにもかかわらず、次に掲

げるような正当な理由がないのに、これを拒むこと。ただし、

単に事業の経営に関する秘密であることのみをもって提示

を拒むことは正当な理由に当たらない。 

・ 提示の求めがあった事項が、卸元事業者が他の電気通信

事業者と締結した秘密保持契約による保護対象である事

項のうち、個別の電気通信事業者のみに係る事項であるこ

とが明らかであること 

 

・ 提示の求めがあった事項が、卸元事業者が提供する電気

通信役務（卸電気通信役務を除く。）の設計に関する営業

秘密であって、当該事項を提示することにより、卸元事業

者の競争上の地位を不当に害すること 

 

（注６５）卸元事業者が正当な理由なく特定卸電気通信役務の提

供を拒む場合、その拒まれた電気通信事業者が総務大臣

に協議の開始又は再開を申し立てることにより、総務大

臣は原則として卸元事業者に協議の開始又は再開の命

令が発動される。提供を拒むことができる正当な理由と

は、電気通信事業法第３２条等における電気通信回線設

備との接続を拒むことができる場合と同等のものであ

り、次に掲げるような理由をいう。 

 

・ 卸元事業者の電気通信役務の円滑な提供に支障が

あること 

 

・ 当該特定卸電気通信役務の提供が卸元事業者の利  
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益を不当に害するおそれがあること（第二種指定電気

通信設備を用いて提供される特定卸電気通信役務に

おいて、卸元事業者が BtoBtoX型のビジネス（電気通

信事業者が電気通信分野以外の様々な分野において

サービスを提供する企業をパートナー企業として、当

該企業に対する通信サービス及びビジネスソリュー

ション等を提供し、パートナー企業がエンドユーザー

にサービス提供をするビジネスモデルをいう。）を提

供する場合であって、卸元事業者がパートナー企業へ

提供するサービスのうち卸電気通信役務に相当する

部分が特定卸電気通信役務に該当する場合について、

当該特定卸電気通信役務を他の電気通信事業者に提

供することにより、当該パートナー企業の知的財産権

が侵害されるおそれがあると認められる合理的な理

由がある場合を含む。） 

・ 当該特定卸電気通信役務の提供に関する契約の申

入れをした他の電気通信事業者が、当該特定卸電気通

信役務の提供に関し負担すべき金額の支払を怠り、又

は怠るおそれがあること 

 

・ 当該特定卸電気通信役務の提供に応ずることが技

術的又は経済的に著しく困難であること 

 

第４ コンテンツの提供に関連する分野 第４ ［同左］ 

 １ 独占禁止法における考え方 １ ［同左］ 

(1) 現在、多機能端末の普及などにより、様々なシステム上で、顧客が、 (1) 現在、多機能端末の普及などにより、様々なシステム上で、顧客が、
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ゲーム、音楽、動画、電子書籍等の各種サービス（以下「コンテンツ」

という。）を利用することが可能となっている。 

例えば、コンテンツを提供するシステムとして、電気通信事業者が、

移動体通信端末等（以下「簡易端末」という。）のディスプレイ等を利

用し、顧客がコンテンツを利用できるシステム（以下「簡易端末情報サ

ービスシステム」という。）を管理・運用している場合がある。 

簡易端末情報サービスシステムを管理・運用している電気通信事業者

（以下「システム運用事業者」という。）は、その管理・運用の適切性

等を確保する観点から、簡易端末の簡単な操作によってアクセスするこ

とができるメニュー（以下「メニューリスト」（注６６）という。）を設

定し、一定の基準（以下「掲載基準」という。）の下に、コンテンツを

掲載していることが一般的である。また、メニューリストに掲載された

コンテンツの提供に係る料金については、電気通信役務料金とともにシ

ステム運用事業者による代行回収が行われる仕組みとなっている。 

このような状況の下、コンテンツを提供する事業者（以下「コンテン

ツプロバイダー」という。）にとっては、自己が提供するコンテンツが

様々なシステム上に掲載されることが、他のコンテンツプロバイダーと

の競争上重要であると考えられ、また、システム運用事業者にとっては、

優良なコンテンツをどれだけ自己の簡易端末情報サービスシステムの

メニューリストに掲載できるかが、他のシステム運用事業者との競争上

重要であると考えられる。 

ゲーム、音楽、動画、電子書籍等の各種サービス（以下「コンテンツ」

という。）を利用することが可能となっている。 

例えば、コンテンツを提供するシステムとして、電気通信事業者が、

移動体通信端末等（以下「簡易端末」という。）のディスプレイ等を利

用し、顧客がコンテンツを利用できるシステム（以下「簡易端末情報サ

ービスシステム」という。）を管理・運用している場合がある。 

簡易端末情報サービスシステムを管理・運用している電気通信事業者

（以下「システム運用事業者」という。）は、その管理・運用の適切性

等を確保する観点から、簡易端末の簡単な操作によってアクセスするこ

とができるメニュー（以下「メニューリスト」（注６８）という。）を設

定し、一定の基準（以下「掲載基準」という。）の下に、コンテンツを

掲載していることが一般的である。また、メニューリストに掲載された

コンテンツの提供に係る料金については、電気通信役務料金とともにシ

ステム運用事業者による代行回収が行われる仕組みとなっている。 

このような状況の下、コンテンツを提供する事業者（以下「コンテン

ツプロバイダー」という。）にとっては、自己が提供するコンテンツが

様々なシステム上に掲載されることが、他のコンテンツプロバイダーと

の競争上重要であると考えられ、また、システム運用事業者にとっては、

優良なコンテンツをどれだけ自己の簡易端末情報サービスシステムの

メニューリストに掲載できるかが、他のシステム運用事業者との競争上

重要であると考えられる。 

（注６６）［略］ （注６８）［同左］ 

(2) このような現状を踏まえると、例えば、システム運用事業者が、コン

テンツプロバイダーと他のシステム運用事業者との取引を制限する（注

(2) このような現状を踏まえると、例えば、システム運用事業者が、コン

テンツプロバイダーと他のシステム運用事業者との取引を制限する（注
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６７）条件を付けて当該コンテンツプロバイダーと取引したり、メニュ

ーリストへのコンテンツの掲載に際して、自己又は自己の関係事業者と

比べて、他のコンテンツプロバイダーを不利に取り扱ったりすること等

により、市場における競争が実質的に制限される場合には、私的独占に

該当し、独占禁止法第３条の規定に違反することとなる。市場における

競争が実質的に制限されるまでには至らない場合であっても、上記のよ

うな行為により、公正な競争を阻害するおそれがある場合には不公正な

取引方法に該当し、独占禁止法第１９条の規定に違反することとなる

（注６８）。 

６９）条件を付けて当該コンテンツプロバイダーと取引したり、メニュ

ーリストへのコンテンツの掲載に際して、自己又は自己の関係事業者と

比べて、他のコンテンツプロバイダーを不利に取り扱ったりすること等

により、市場における競争が実質的に制限される場合には、私的独占に

該当し、独占禁止法第３条の規定に違反することとなる。市場における

競争が実質的に制限されるまでには至らない場合であっても、上記のよ

うな行為により、公正な競争を阻害するおそれがある場合には不公正な

取引方法に該当し、独占禁止法第１９条の規定に違反することとなる

（注７０）。 

（注６７）・（注６８）［略］ （注６９）・（注７０）［同左］ 

［２ 略］ ［２ 同左］ 

３ 独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為 ３ ［同左］ 

(1) 独占禁止法上問題となる行為 (1) ［同左］ 

市場において相対的に高いシェアを有するシステム運用事業者が行

う以下の行為は、独占禁止法上問題となる。 

［同左］ 

① 自己のメニューリストへ既にコンテンツを掲載している又は新た

にコンテンツを掲載しようとするコンテンツプロバイダーに対して、

競争事業者のメニューリストへのコンテンツの掲載又は競争事業者

のメニューリストに対応する記述言語によるコンテンツの作成を禁

止すること、競争事業者のメニューリストへ新たにコンテンツを掲載

する場合には料金回収代行サービスを中止すること等を条件とする

ことにより、競争事業者の電気通信役務市場への新規参入を阻止し、

又はその事業活動を困難にさせること（私的独占、排他条件付取引等）

（注６９）。 

① 自己のメニューリストへ既にコンテンツを掲載している又は新た

にコンテンツを掲載しようとするコンテンツプロバイダーに対して、

競争事業者のメニューリストへのコンテンツの掲載又は競争事業者

のメニューリストに対応する記述言語によるコンテンツの作成を禁

止すること、競争事業者のメニューリストへ新たにコンテンツを掲載

する場合には料金回収代行サービスを中止すること等を条件とする

ことにより、競争事業者の電気通信役務市場への新規参入を阻止し、

又はその事業活動を困難にさせること（私的独占、排他条件付取引等）

（注７１）。 
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（注６９）［略］ （注７１）［同左］ 

② コンテンツを自己のメニューリストに掲載させる条件として、コン

テンツプロバイダーと顧客との間におけるコンテンツ提供に係る料

金その他の提供条件等の設定に関与する（注７０）ことにより、当該

コンテンツプロバイダーの事業活動を困難にさせ、又はコンテンツ提

供市場における競争を阻害するおそれを生じさせること（私的独占、

拘束条件付取引等）。 

② コンテンツを自己のメニューリストに掲載させる条件として、コン

テンツプロバイダーと顧客との間におけるコンテンツ提供に係る料

金その他の提供条件等の設定に関与する（注７２）ことにより、当該

コンテンツプロバイダーの事業活動を困難にさせ、又はコンテンツ提

供市場における競争を阻害するおそれを生じさせること（私的独占、

拘束条件付取引等）。 

（注７０）［略］ （注７２）［同左］ 

［③ 略］ ［③ 同左］ 

 (2) 電気通信事業法上問題となる行為 (2) ［同左］ 

市場支配的な電気通信事業者のうち、第一種指定電気通信設備を設置

する電気通信事業者が、以下の行為を行うことにより、コンテンツプロ

バイダーの業務について不当に規律し、又は干渉すると認められるとき

は、電気通信事業法第３０条第４項第３号の禁止行為に該当し、総務大

臣による停止又は変更命令が発動される（同条第５項）。また、第一種

指定電気通信設備を設置する電気通信事業者の業務を受託した子会社

等が当該業務に関して同様の行為を行った場合には、当該電気通信事業

者に対し当該行為を停止・変更させるために必要な措置を講ずべき旨の

命令が発動される（同法第３１条第４項）。さらに、これらの命令に違

反した場合において、公共の利益を阻害すると認められるときは、同法

第９条の電気通信事業の登録及び同法第１１７条第１項の認定の取消

事由となり得る（同法第１４条第１項第１号及び第１２６条第１項第３

号）。 

第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者以外の電気通信

［同左］ 
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事業者が以下の行為を行う場合であっても、電気通信の健全な発達又は

国民の利便の確保に支障が生ずるおそれがあるときは、業務改善命令が

発動される。（同法第２９条第１項第１２号） 

① 競争事業者のメニューリストへ新たにコンテンツを掲載しようと

するコンテンツプロバイダーに対して、自己のメニューリストへのコ

ンテンツの掲載若しくは料金回収代行サービスを中止し、又は既に競

争事業者のメニューリストにコンテンツを掲載しているコンテンツ

プロバイダーに対して、自己のメニューリストへの掲載若しくは料金

回収代行サービスを拒否（注７１）すること（注７２）。 

① 競争事業者のメニューリストへ新たにコンテンツを掲載しようと

するコンテンツプロバイダーに対して、自己のメニューリストへのコ

ンテンツの掲載若しくは料金回収代行サービスを中止し、又は既に競

争事業者のメニューリストにコンテンツを掲載しているコンテンツ

プロバイダーに対して、自己のメニューリストへの掲載若しくは料金

回収代行サービスを拒否（注７３）すること（注７４）。 

（注７１）・（注７２）［略］ （注７３）・（注７４）［同左］ 

［② 略］ ［② 同左］ 

③ コンテンツをメニューリストに掲載させる条件として、コンテンツ

プロバイダーと顧客との間におけるコンテンツ提供に係る料金の設

定に関与する（注７３）こと。 

③ コンテンツをメニューリストに掲載させる条件として、コンテンツ

プロバイダーと顧客との間におけるコンテンツ提供に係る料金の設

定に関与する（注７５）こと。 

（注７３）［略］ （注７５）［同左］ 

第５ 電気通信設備の製造・販売に関連する分野 第５ ［同左］ 

１ 独占禁止法における考え方 １ ［同左］ 

［(1) 略］ ［(1) 同左］ 

(2) このような現状を踏まえると、例えば、特許等を有する電気通信事業

者等が、電気通信設備の製造業者に対して、特許等のライセンス契約の

締結に併せて他の商品・サービスを自己又は自己の指定する事業者から

購入させること、特許等のライセンス契約を締結している電気通信設備

の製造業者とその取引の相手方との取引その他電気通信設備の製造業

者の事業活動を拘束する条件を付けて当該電気通信設備の製造業者と

(2) このような現状を踏まえると、例えば、特許等を有する電気通信事業

者等が、電気通信設備の製造業者に対して、特許等のライセンス契約の

締結に併せて他の商品・サービスを自己又は自己の指定する事業者から

購入させること、特許等のライセンス契約を締結している電気通信設備

の製造業者とその取引の相手方との取引その他電気通信設備の製造業

者の事業活動を拘束する条件を付けて当該電気通信設備の製造業者と
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取引をすること、競争事業者の電気通信設備を製造させないこと等によ

り、市場における競争が実質的に制限される場合には、私的独占に該当

し、独占禁止法第３条の規定に違反することとなる。市場における競争

が実質的に制限されるまでには至らない場合であっても、上記のような

行為により、公正な競争を阻害するおそれがある場合には不公正な取引

方法に該当し、独占禁止法第１９条の規定に違反することとなる（注７

４）。 

なお、一般に、技術の利用に係る制限行為に関する独占禁止法におけ

る考え方については、「知的財産の利用に関する独占禁止法上の指針」

（平成１９年９月２８日公正取引委員会）に基づいて判断される。 

取引をすること、競争事業者の電気通信設備を製造させないこと等によ

り、市場における競争が実質的に制限される場合には、私的独占に該当

し、独占禁止法第３条の規定に違反することとなる。市場における競争

が実質的に制限されるまでには至らない場合であっても、上記のような

行為により、公正な競争を阻害するおそれがある場合には不公正な取引

方法に該当し、独占禁止法第１９条の規定に違反することとなる（注７

６）。 

なお、一般に、技術の利用に係る制限行為に関する独占禁止法におけ

る考え方については、「知的財産の利用に関する独占禁止法上の指針」

（平成１９年９月２８日公正取引委員会）に基づいて判断される。 

（注７４）［略］ （注７６）［同左］ 

［(3) 略］ ［(3) 同左］ 

(4) このような状況の下、例えば、市場において相対的に高いシェアを有

する電気通信事業者が、端末設備の販売業者に対して、販売する端末設

備の価格を拘束すること、又は特定の商品・サービス以外の商品・サー

ビスを取り扱わせないことにより、端末設備の販売市場、特定の商品・

サービスの販売市場等における競争が実質的に制限される場合には、私

的独占に該当し、独占禁止法第３条の規定に違反することとなる。市場

における競争が実質的に制限されるまでには至らない場合であっても、

上記のような行為により、公正な競争を阻害するおそれがある場合には

不公正な取引方法に該当し、独占禁止法第１９条の規定に違反すること

となる（注７５）。 

(4) このような状況の下、例えば、市場において相対的に高いシェアを有

する電気通信事業者が、端末設備の販売業者に対して、販売する端末設

備の価格を拘束すること、又は特定の商品・サービス以外の商品・サー

ビスを取り扱わせないことにより、端末設備の販売市場、特定の商品・

サービスの販売市場等における競争が実質的に制限される場合には、私

的独占に該当し、独占禁止法第３条の規定に違反することとなる。市場

における競争が実質的に制限されるまでには至らない場合であっても、

上記のような行為により、公正な競争を阻害するおそれがある場合には

不公正な取引方法に該当し、独占禁止法第１９条の規定に違反すること

となる（注７７）。 

（注７５）［略］ （注７７）［同左］ 

［２ 略］ ［２ 同左］ 
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 ３ 独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為 ３ ［同左］ 

(1) 独占禁止法上問題となる行為 (1) ［同左］ 

ア 電気通信設備の製造に関連する分野における行為 ア ［同左］ 

特許等を有する電気通信事業者等が行う以下の行為は、独占禁止法

上問題となる。 

［同左］ 

① 特許等を有する電気通信事業者が、電気通信設備の製造業者と電

気通信設備を製造するために不可欠な特許等のライセンス契約を

締結するのに併せて、不当に自己又は自己の指定する事業者から電

気通信設備の製造業者が必要とする商品・サービスを購入させるこ

と（私的独占、抱き合わせ販売等）（注７６）。 

① 特許等を有する電気通信事業者が、電気通信設備の製造業者と電

気通信設備を製造するために不可欠な特許等のライセンス契約を

締結するのに併せて、不当に自己又は自己の指定する事業者から電

気通信設備の製造業者が必要とする商品・サービスを購入させるこ

と（私的独占、抱き合わせ販売等）（注７８）。 

（注７６）［略］ （注７８）［同左］ 

［②・③ 略］ ［②・③ 同左］ 

イ 電気通信設備の販売に関連する分野における行為 イ ［同左］ 

(ｱ) 市場において相対的に高いシェアを有する電気通信事業者が行う以

下の行為は、独占禁止法上問題となる。 

(ｱ) ［同左］ 

① 端末設備の販売業者に対して、正当な理由がないのに自ら定めた

端末設備の標準価格、参考価格等を遵守させること、又は販売業者

が店頭、広告等において表示する価格を拘束することにより端末設

備の価格競争を阻害するおそれを生じさせること（私的独占、再販

売価格の拘束、拘束条件付取引等）（注７７）。 

① 端末設備の販売業者に対して、正当な理由がないのに自ら定めた

端末設備の標準価格、参考価格等を遵守させること、又は販売業者

が店頭、広告等において表示する価格を拘束することにより端末設

備の価格競争を阻害するおそれを生じさせること（私的独占、再販

売価格の拘束、拘束条件付取引等）（注７９）。 

（注７７）［略］ （注７９）［同左］ 

［＜想定例＞ 略］ ［＜想定例＞ 同左］ 

［② 略］ ［② 同左］ 

③ 端末設備の販売業者に対して、自己若しくは自己の指定する事業 ③ 端末設備の販売業者に対して、自己若しくは自己の指定する事業



39 
 

改 定 後 改 定 前 

者の商品・サービスを顧客に提供することを強制し（注７８）、又

は他の事業者の商品・サービスを顧客に提供することを禁止するこ

とにより、当該商品・サービスを提供する他の事業者の事業活動を

困難にさせること（私的独占、拘束条件付取引等）（注７９）。 

者の商品・サービスを顧客に提供することを強制し（注８０）、又

は他の事業者の商品・サービスを顧客に提供することを禁止するこ

とにより、当該商品・サービスを提供する他の事業者の事業活動を

困難にさせること（私的独占、拘束条件付取引等）（注８１）。 

（注７８）・（注７９）［略］ （注８０）・（注８１）［同左］ 

［＜想定例＞ 略］ ［＜想定例＞ 同左］ 

［(ｲ) 略］ ［(ｲ) 同左］ 

(ｳ) 取引上の地位が端末設備の販売業者に優越している移動体電気通信

事業者が、端末設備の販売業者に対して、端末設備の販売や電気通信役

務に関する契約の媒介等のサービスの実施に関して、端末設備の販売業

者の通常の営業活動では達成できないような目標水準（注８０）を設定

することにより、端末設備の販売業者が、当該目標水準を達成するため

に「供給に要する費用を著しく下回る対価」で端末設備を販売すること

となる場合がある。移動体電気通信事業者が、端末設備の販売業者によ

る独占禁止法上問題となる行為（不当廉売）を惹起することとなる目標

水準を設定することは、同法違反行為の未然防止の観点から、競争政策

上望ましくない。 

(ｳ) 取引上の地位が端末設備の販売業者に優越している移動体電気通信

事業者が、端末設備の販売業者に対して、端末設備の販売や電気通信役

務に関する契約の媒介等のサービスの実施に関して、端末設備の販売業

者の通常の営業活動では達成できないような目標水準（注８２）を設定

することにより、端末設備の販売業者が、当該目標水準を達成するため

に「供給に要する費用を著しく下回る対価」で端末設備を販売すること

となる場合がある。移動体電気通信事業者が、端末設備の販売業者によ

る独占禁止法上問題となる行為（不当廉売）を惹起することとなる目標

水準を設定することは、同法違反行為の未然防止の観点から、競争政策

上望ましくない。 

（注８０）［略］ （注８２）［同左］ 

(2) 電気通信事業法上問題となる行為 (2) ［同左］ 

市場支配的な電気通信事業者のうち、第一種指定電気通信設備を設置

する電気通信事業者が、以下の行為を行うことにより、設備メーカー又

は端末設備の販売業者の業務について不当に規律し、又は干渉すると認

められる（注８１）ときには、電気通信事業法第３０条第４項第３号の

禁止行為に該当し、総務大臣による停止又は変更命令が発動される（同

市場支配的な電気通信事業者のうち、第一種指定電気通信設備を設置

する電気通信事業者が、以下の行為を行うことにより、設備メーカー又

は端末設備の販売業者の業務について不当に規律し、又は干渉すると認

められる（注８３）ときには、電気通信事業法第３０条第４項第３号の

禁止行為に該当し、総務大臣による停止又は変更命令が発動される（同
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条第５項）。また、第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者

の業務を受託した子会社等が当該業務に関して同様の行為を行った場

合には、当該電気通信事業者に対し当該行為を停止・変更させるために

必要な措置を講ずべき旨の命令が発動される（同法第３１条第４項）。

さらに、これらの命令に違反した場合において、公共の利益を阻害する

と認められるときは、同法第９条の電気通信事業の登録及び同法第１１

７条第１項の認定の取消事由となり得る（同法第１４条第１項第１号及

び第１２６条第１項第３号）。 

第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者以外の電気通信

事業者が以下の行為を行う場合であっても、電気通信の健全な発達又は

国民の利便の確保に支障が生ずるおそれがあるときは、業務改善命令が

発動される（同法第２９条第１項第１２号）。 

条第５項）。また、第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者

の業務を受託した子会社等が当該業務に関して同様の行為を行った場

合には、当該電気通信事業者に対し当該行為を停止・変更させるために

必要な措置を講ずべき旨の命令が発動される（同法第３１条第４項）。

さらに、これらの命令に違反した場合において、公共の利益を阻害する

と認められるときは、同法第９条の電気通信事業の登録及び同法第１１

７条第１項の認定の取消事由となり得る（同法第１４条第１項第１号及

び第１２６条第１項第３号）。 

第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者以外の電気通信

事業者が以下の行為を行う場合であっても、電気通信の健全な発達又は

国民の利便の確保に支障が生ずるおそれがあるときは、業務改善命令が

発動される。（同法第２９条第１項第１２号） 

（注８１）［略］ （注８３）［同左］ 

［①・② 略］ ［①・② 同左］ 

③ 端末設備（注８２）の販売業者に対して、自ら定めた端末設備の

標準価格、参考価格等を遵守させ、又は販売業者が店頭、広告等に

おいて表示する価格を拘束すること。 

③ 端末設備（注８４）の販売業者に対して、自ら定めた端末設備の

標準価格、参考価格等を遵守させ、又は販売業者が店頭、広告等に

おいて表示する価格を拘束すること。 

（注８２）［略］ （注８４）［同左］ 

［④ 略］ ［④ 同左］ 

【再掲】 市場支配的な電気通信事業者に対する非対称規制（禁止行為等） 【再掲】 ［同左］ 

電気通信事業法上の市場支配的な電気通信事業者に対する非対称規

制の対象となる行為については、前述の第１から第５までの各分野にお

いて、同法上問題となる行為として記載されているが、電気通信事業者

等の便宜を考慮し、その趣旨及び概要と併せて、対象となる行為につい

   ［同左］ 
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改 定 後 改 定 前 

て当該規制の根拠条文ごとにまとめ直し、再掲することとする。 

 ［１ 略］  ［１ 同左］ 

 ２ 電気通信事業法上問題となる行為  ２ ［同左］ 

(1) 市場支配的な電気通信事業者が行う以下の行為（ウについては、第一

種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者が行うものに限る。）は、

電気通信事業法上の禁止行為に該当し、このような行為を行った場合

は、行為の停止・変更命令が発動される（同法第３０条第５項）ほか、

当該命令に違反した場合において、公共の利益を阻害すると認められる

ときは、同法第９条の電気通信事業の登録及び同法第１１７条第１項の

認定の取消事由となり得る（同法第１４条第１項第１号及び第１２６条

第１項第３号）。 

 (1) ［同左］ 

 ［ア 略］   ［ア 同左］ 

イ 電気通信業務についての特定の電気通信事業者（電気通信事業法第

３０条第１項の規定により総務大臣から指定を受けた電気通信事業

者にあっては、当該電気通信事業者の特定関係法人であって総務大臣

が指定するものに限る。⑥において同じ。）に対する不当に優先的な

取扱い・利益付与又は不当に不利な取扱い・不利益付与（同条第３項

第２号及び第４項第２号） 

  イ ［同左］ 

（例）   （例） 

 ［削る］ ① 優先接続（マイライン）等における利用者登録作業についての不

公平な取扱い（第１の３(2)エ②）。 

   ①～⑥ ［略］    ②～⑦ ［同左］ 

   ［削る］ ⑧ ブラウザフォンサービスにおける不公平なポータルサービス利

用条件の設定等（第３の３(1)イ(ｲ)③）。 
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改 定 後 改 定 前 

  ［（注６） 略］   ［（注６） 略］ 

ウ 他の電気通信事業者、電気通信設備の製造業者・販売業者の業務に

対する不当な規律・干渉（電気通信事業法第３０条第４項第３号） 

ウ ［同左］ 

（例） （例） 

 ［① 略］  ［① 同左］ 

② コンテンツプロバイダーに対する不当な規律・干渉（例えば、ポ

ータルサイトへの掲載の可否や料金回収業務の提供可否といった

提供条件を不合理な条件で一方的に設定すること等、市場支配的な

電気通信事業者がその市場支配力を濫用して行うものをいう）（第

４の３(2)①～③）。 

② コンテンツプロバイダーに対する不当な規律・干渉（例えば、ポ

ータルサイトへの掲載の可否や料金回収業務の提供可否といった

提供条件を不合理な条件で一方的に設定すること等、市場支配的な

電気通信事業者がその市場支配力を濫用して行うものをいう）（第

４の３①～③）。 

③ 電気通信設備の製造業者・販売業者の業務に対する不当な規律・

干渉（例えば、端末設備の製造業者に対して特定機種の端末を合理

的な理由なく他の電気通信事業者に提供させないこと、端末設備の

販売業者に対して他の電気通信事業者の端末設備を合理的な理由

なく取り扱わせないこと、端末設備の販売業者に対して社会通念を

超える販売数量ノルマを課すこと等、市場支配的な電気通信事業者

がその市場支配力を濫用して行うものをいう）（第５の３(2)①～

④） 

③ 電気通信設備の製造業者・販売業者の業務に対する不当な規律・

干渉（例えば、端末設備の製造業者に対して特定機種の端末を合理

的な理由なく他の電気通信事業者に提供させないこと、端末設備の

販売業者に対して他の電気通信事業者の端末設備を合理的な理由

なく取り扱わせないこと、端末設備の販売業者に対して社会通念を

超える販売数量ノルマを課すこと等、市場支配的な電気通信事業者

がその市場支配力を濫用して行うものをいう）（第５の３①～④） 

 ［(2)・(3) 略］  ［(2)・(3) 同左］ 

［Ⅲ・Ⅳ 略］ ［Ⅲ・Ⅳ 同左］ 

［以下略］ ［同左］ 

備考 表中の[ ]の記載は注記である。 

 


